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１．JPKIを活用したオンライン保険証資格確認、クレジット決済実証 
  （山形県酒田市、鶴岡市） 
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１－１．実証事業内容（医療機関受診時のオンライン保険証資格確認及びクレジット決済） 

• 本実証は、医療機関を対象とした受付時における健康保険資格情報のオンライン確認と、支払時のクレジット決済
に、公的個人認証サービスを適用するものです。全体概要と各主体のメリットは以下となります。 
【医療機関のメリット】 
・保険証資格確認の複写等の手間が減 
・健康保険情報に変更があった場合の診療 
 報酬請求に対する返戻事務処理が減 

【保険者のメリット】 
診療報酬請求に対する事務処理が減 
（点検稼働、返戻稼働） 

【クレジットカード会社のメリット】 
医療分野におけるクレジット決済普及による
顧客利便性向上 

【利用者のメリット】 
・「被保険者証」と「クレジットカード」の 
 ワンカード化による利便性向上 
・PINなし処理により入力負担が減 
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• オンラインでの保険証資格確認においては、以下のようなポイントを考慮して実証を実施します。 
• また、保険者との連携においては、安全性の観点から被保険者番号を連携キーとせず、共通的PFにて払い出す共通
的PFIDを用いて実施します。 

１－２．オンライン保険証資格確認における実証ポイント 

【ポイント2】 
カードリーダにタッチする際には、 
暗証番号の入力を省略(PINな
し認証)します 

【ポイント3】 
個人番号カードに内蔵されてい
るシリアル番号を用いてシステ
ム関連携を実施します 
（マイナンバーは流通しない） 

【ポイント4】 
保険資格確認情報は実データ
（コピー）を用いた実験を行っ
ており、より実務に近い環境下で
の検証を実施します 

医療機関（＠日本海総合病院） 
 

カード 
リーダ 

タッチ 個人番号 
カード 

利用者 

顧客管理システム 
 
 
 

保険者（検証者） 

酒田市 
（国民健康保険） 

共通的PF（医療分野） 
（検証者より委託） 

④ 

公的個人認証サービス(模擬) 
利用者証明用 

電子証明書管理DB 

② ③ 

保
険
証
資
格
確
認 

利用者管理ＤＢ 
 
 
 

共通的PFID 

シリアル番号 

① 

利用者証明用
電子証明書 

シリアル番号 

⑥ ⑤ 

新規調達 証明書有効性 
確認依頼 

JPKI 
IFサーバ 

検
証
者 

接
続
サ
ー
バ 

新規調達 新規調達 

新規調達 

証明書の 
有効性確認 

被保険者現存 
確認依頼 

確認結果 確認結果 ※実証対象外 

被保険者ＤＢ 
 
 
 
 

保険資格確認データ 
受付サーバ 

 
 
 

新規調達 

被保険者番号 

共通的PFID 既存被保険者DB
（国保システム等）
から資格情報を抽出 

被保険者番号 

資格確認
AP 

 
 
 

【ポイント1】 
個人番号カードの利用者本人
にカードリーダーにタッチしていた
だきます（医療従事者に個人
番号カードを預けない） 

既存改修 

【ポイント5】 
共通的PFIDと被保険者番号
との紐づけ作業は、データの完
全性担保、責任担保の観点か
ら保険者の作業として整理しま
した 
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１－３．クレジット決済における実証ポイント 

• クレジット決済においては、以下のようなポイントを考慮して実証を実施します。 
• また、検証者との連携においては、既存決済サービスの仕組みに則ってクレジット番号を用いて実施します。 

※ CAFIS(Credit And Finance Information System) 
 加盟店1,500社、クレジットカード会社120社、金融機関1,600社と接続するカード決済総合サービス 

クレジットカード会社（検証者） 医療機関（＠日本海総合病院） 
 

クレディセゾン 

公的個人認証サービス(模擬) 
利用者証明用 

電子証明書管理DB 

 
 
 
 
 
 
 
 

共通的PF（決済分野） 
（検証者より委託） 

ク
レ
ジ
ッ
ト
決
済 

利用者管理ＤＢ 
 
 
 
 

共通的PFID 

シリアル番号 

クレジット番号 

顧客管理ＤＢ 
 
 
 
 クレジット番号 

スマートフォン 
(カードリーダ) 

タッチ 個人番号 
カード 

利用者 

⑩ ⑦ 

⑫ ⑪ 

⑨ ⑧ 
利用者証明用
電子証明書 

シリアル番号 

CAFIS 
受付サーバ 

(既有) 
 
 
 会計システム 

 
 
 
※実証対象外 

証明書の 
有効性確認 

JPKI 
IFサーバ 

新規調達 

検
証
者 

接
続
サ
ー
バ 

新規調達 

新規調達 
新規調達 

証明書有効性 
確認依頼 

決済処理依頼 

確認結果 確認結果 

決済AP 
 
 
 

【ポイント2】 
カードリーダにタッチする際には、 
暗証番号の入力を省略(PIN
なし認証)します（高額決済に
ついては要継続検討） 

【ポイント3】 
個人番号カードに内蔵されてい
るシリアル番号を用いてシステ
ム関連携を実施します 
（マイナンバーは流通しない） 

【ポイント1】 
個人番号カードの利用者本人
にカードリーダーにタッチしていた
だきます 
（医療従事者に個人番号カー
ドを預けない） 

既存改修 

【ポイント6】 
共通的PFは既存のカード決済総
合サービス※を活用することで、クレ
ジットカード会社との接続について、
原則、新規に設備投資等することな
くJPKI対応を可能としました 
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１－４．コスト発生主体 

もう 

定常コスト（年間） 初期コスト 

利用者 

保険者 クレジット 
カード会社 

共通的PF 
（決済分野） 

JPKI 
(J-LIS) 

共通的PF 
（医療分野） 

システム整備コスト 
・(署名検証者認定申請) 
・サービス申込サイト構築 
・JPKI対応決済端末設置 

医療機関 

システム整備コスト 
・(署名検証者認定申請) 
・サービス申込サイト構築 
・保険資格受付サーバ構築 

システム整備コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発 

システム整備コスト 
・JPKI対応端末設置 
・顧客管理システム改修  

JPKI 
(J-LIS) 

システム運用コスト 
・（認定維持対応） 
・サイト/JPK対応 
 決済端末保守 
・紐づけ・登録 
・問い合わせ対応  
共通的PF（決済分
野）利用料 
 クレジット手数料 

医療費×クレカ利用料 

システム運用コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ保守 
・決済端末保守(AP) 
JPKI利用料 

クレジット 
カード会社 

医療機関 

利用者 

共通的PF 
（医療分野） 

保険者 

共通的PF 
（決済分野） 

• オンライン保険証資格確認及びクレジット決済を実現する上で発生するコストの発生主体を以下に示します。 

システム整備コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発 
・決済端末開発 

システム運用コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ保守 
JPKI利用料 

システム運用コスト 
・(認定維持対応) 
・サイト/サーバ保守 
・紐づけ・登録 
・問い合わせ対応 
共通的PF（医療分
野）利用料 

システム整備コスト 
・JPKI対応端末 
 保守 

システム整備コスト 
・会計システム改修  
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１－５．コスト検討上の論点(現時点で抽出できている項目のみ記載) 

項
番 コスト項目 論点 確認事項 

1 

システム 
整備・運用 
コスト 

共通的PFの機能および運用 医療分野における共通的PFについては詳細な検討を進める上ではPFの担い手を決定
する必要があります。 

2 医療機関に設置するICカードリーダ 
のコスト負担 

医療機関に設置するICカードリーダ（資格確認用、決済用）の購入・設置については、
医療機関並びに検証者のどちらが措置すべきか等について、法律等も踏まえ決定してい
く必要があります。 

3 PIN無し認証の実装方法 
PIN無し認証の実装に必要となる受付機関の鍵管理の方法を決定する必要がありま
す。現時点では、コスト的に優位な共通的PFによる一元的な鍵管理を想定しています
が、セキュリティ制約上、署名検証者毎に秘密鍵を管理しなければならない可能性もあ
るため、今後議論を継続する必要があります。 

4 

JPKI 
利用料 

失効情報確認の単価 失効情報確認の単価によりJPKI利用料が変動するため今後、確認が必要です。 

5 失効情報確認のリアルタイム性 失効情報確認方式については、即時確認または定期確認、双方の方式が想定されま
すが、検証者の業種・業務の要件により採用方式が異なる可能性があります。 

6 共通的PF 
利用料 共通的PF利用料の単価 

JPKI利用料、共通的PFの運用費用に基づいて、利用機関が負担する共通的PF利
用料を試算中ですが、今後、業務継続性の高いビジネスモデルを考慮して、利用料の
単価や利用料の体系について関係者と合意形成していく必要があります。 

コスト検討上の論点について以下に示します。 
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１－６ ．オンライン保険証資格確認を実現する上で発生する作業(案) 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項番 作業項目 作業内容等 項番 作業項目 作業内容等 

共通的PF 
(医療分野） 

1-1 
プラットフォーム開発 保険者やJPKIと接続し、JPKIを利用し

たオンラインでの保険証資格確認サービ
スを提供する共通的PFの開発 

1-2 
プラットフォーム保守 共通的PFの維持管理 

－ － － 1-3 
JPKI利用料 共通的PFの事業者がJ-LISへ払うJPKI

の利用料 

保険者 
(検証者) 

－ － － 2-4 共通的PF（医療分
野）利用料 

保険者が支払う共通的PFの利用料 

2-1 
署名検証者認定申請 保険者が署名検証者の認定を取得す

るためにJ-LISに行う申請 2-5 
署名検証者認定基準
の維持 

署名検証者としての認定基準を維持するの
に必要な対応（認定の更新、報告対応
等） 

2-2 
JPKIオンライン資格確
認サービス申込サイト
構築 

保険者が利用者からオンライン資格確
認サービスの利用者登録申請を受け付
け、共通的PFと連携する機能を具備し
たサイトの構築 

2-6 

資格確認申込サイト保
守 

JPKIオンライン資格確認サービス申込サイ
トの維持管理 

2-3 
保険資格確認データ
受付サーバ構築 

保険者が共通的PFからの保険資格依
頼データを受付、資格の有無を回答す
る機能を持ったサーバの構築 

2-7 
保険資格確認データ受
付サーバ保守 

サーバの維持管理 

－ － － 2-8 
共通的PFIDと被保険
者番号の紐づけ・登録 

共通的PFが発行する共通的PFIDと被保
険者番号の紐づけ登録 

－ － － 2-9 お客様問い合わせ JPKIを利用した保険資格確認に関する問
い合わせ対応 

医療機関 

3-1 
JPKI対応資格確認
端末設置 
（保険者が負担する
可能性もあり） 

医療機関においてオンライン保険証資
格確認を実施するためのJPKI対応端
末の設置 3-3 

JPKI対応資格確認端
末保守 

端末の維持管理 

3-2 
顧客管理システム 
改修 

オンライン保険証資格確認を結果を医
療機関顧客管理システムに自動反映す
るための改修 

3-4 
顧客管理システム改修
保守 

 

オンライン保険証資格確認を結果を医療
機関顧客管理システムに自動反映するた
めに改修した部分の維持管理 

利用者 4-1 利用者登録申請 利用者がオンラインでの保険証資格サー
ビスを利用するために行う申請 － － － 
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１－７ ．クレジット決済を実現する上で発生する作業(案) 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項番 作業項目 作業内容等 項番 作業項目 作業内容等 

共通的PF 
(決済分野） 

1-1 
プラットフォーム開発 クレジット会社やJPKIと接続し、JPKIを

利用したクレジット決済をサービス提供す
る共通的PFの開発 

1-3 
プラットフォーム保守 共通的PFの維持管理 

1-2 
決済端末開発 
（スマートフォン） 

JPKIを利用したクレジット決済サービスを
実施するためのJPKI対応決済端末の
開発 

1-4 
決済端末保守 
（アプリケーション） 

決済端末のアプリケーションの維持管理 

－ － － 1-5 JPKI利用料 共通的PFの事業者がJ-LISへ払うJPKI
の利用料 

クレジット 
カード会社 
(検証者) 

－ － － 2-4 共通的PF 
（決済分野）利用料 

クレジットカード会社が共通的PFへ支払う
利用料 

2-1 
署名検証者認定 
申請 

クレジットカード会社が署名検証者の認
定を取得するためにJ-LISに行う申請 2-5 

署名検証者認定基準
の維持 

署名検証者としての認定基準を維持するの
に必要な対応（認定の更新、報告対応
等） 

2-2 
JPKI決済サービス 
申込サイト構築 

クレジットカード会社が利用者からJPKI
を利用したクレジット決済サービスの利用
者登録申請を受け付け、共通的PFと連
携する機能を具備したサイトの構築 

2-6 

決済サービス申込サイト
保守 

決済サービス申込サイトの維持管理 

2-3 
JPKI対応決済端末
設置（医療機関が負
担する可能性もあり） 

JPKIを利用したクレジット決済サービスを
実施するためのJPKI対応決済端末の
設置 

2-7 
JPKI対応決済端末保
守 

JPKI対応決済端末の維持管理 

－ － － 2-8 
共通的PFIDとクレカ 
番号の紐づけ・登録 

共通的PFが発行する共通的PFIDとクレ
ジット番号との紐づけ登録 

－ － － 2-9 お客様問い合わせ JPKIを利用したクレジットカード決済サー
ビスに関する問い合わせ対応 

医療機関 3-1 
会計システム改修 JPKIを利用したクレジット決済結果を医

療機関会計管理システムに自動反映す
るための改修 

3-2 
会計システム改修保守 

 
JPKIを利用したクレジット決済結果を医
療機関会計管理システムに自動反映す
るために改修した部分の維持管理 

利用者 4-1 利用者登録申請 利用者がJPKIを利用したクレジット決済
サービスを利用するために行う申請 － － － 



Copyright © 2015  NTT DATA Corporation 10 

２．JPKIを活用したケーブルテレビ実証 
  （富山県南砺市、長野県須坂市、三重県いなべ市等） 
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２－１．実証事業内容 （ 共通的PF（ＣＡＴＶ分野）を利用した各種サービス提供） 

• 本実証は、テレビを介した本人確認（利用者登録）、およびヘルスケア情報提供サービスと地方公共団体の施設予
約サービスの資格確認（ログイン）に、公的個人認証サービスを適用するものです。全体概要と各主体のメリット
は以下となります。 

【利用者のメリット】 
・テレビ活用によりパソコン操作が不要 
・CATV事業者のサービス料金代行回収に 
 より現金の持ち歩きが不要 
・PINなし処理により入力負担が減 

【ケーブルテレビ事業者のメリット】 
・有力なサービスとの接続により顧客満足度が向上 
・共通的PFを設置することでケーブル事業者毎に 
 対応が必要な各サービスとの接続負担が減 
・利用者への提供サービス増により顧客接点も増 

【サービス事業者のメリット】 
・サービス提供チャネルが増となり、新規顧客を獲得 
・共通的PFにより認証コストが減 
・CATV事業者の代行回収により延滞/徴収漏れが減 
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• 共通的PF（CATV分野）を利用した各種サービス提供においては、以下のようなポイントを考慮して実証を実施し
ます。 

• また、サービス提供時には、JPKI利用登録時に生成したケーブルIDを用いてユーザを識別します。 

２－２． 共通的PF（CATV分野）を利用した各種サービス提供における実証ポイント 

【ポイント1】 
利用者に配慮し、登録手続きについてはCATV
事業者が支援を行います 

【ポイント2】 
今後の普及展開を考慮し、市場シェアが 
高いSTBに対してJPKI対応を行います 

【ポイント3】 
施設予約情報/ヘルスケア情報は実データ
を用いた実験を行っており、より実務に近い
環境下での検証が可能です 
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２－３．コスト発生主体 

定常コスト（年間） 初期コスト 

利用者 

もう 
CATV事業者 

JPKI 
(J-LIS) 

共通的PF 
（CATV分野） 

サービス事業者 

システム整備コスト 
・(署名検証者認定申請) 
・申込みサイト構築 
・顧客管理システム改修 
・ICカードリーダーライター設置・調達 

システム整備コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発 

• 共通的ＰＦ（ＣＡＴＶ分野）を利用した各種サービス提供を実現する上で発生するコストの発生主体を以下に示します。 

システム整備コスト 
・サービス改修 
 

利用者 

もう 
CATV事業者 

JPKI 
(J-LIS) 

共通的PF 
（CATV分野） 

サービス事業者 

システム運用コスト 
・(認定維持対応) 
・サイト保守 
・紐付け・登録費 
・問い合わせ対応 
共通的PF（CATV分野） 
利用料 
 

システム運用コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ保守 
JPKI利用料 

STBメーカー STBメーカー 

システム整備コスト 
・STBに対するJPKI対応 

システム運用コスト 
・紐付け・登録費 

システム整備コスト 
・JPKI対応STB保守 
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２－４．コスト検討上の論点(現時点で抽出できている項目のみ記載) 

項
番 コスト項目 論点 確認事項 

1 

システム 
整備・運用
コスト 

CATV事業者の規模ごとの初期・運用費用 
CATV事業者は個社毎に異なる顧客管理の仕組みを保持していたり、規模等も異な
ることからシステム整備コストの見積もりは一定の前提条件をおいて試算する必要があ
ります。 

個人番号カードの読み取りデバイス 
及びデバイスの設置・撤去等 

STBに外付けカードリーダを設置するモデルにて実証を実施しますが、早期のサービス
開始を考慮し、スマートフォン等にて個人番号カードを読込ませ、STBへ通信する等の
モデルが考えられます。 
また、デバイス設置にかかるコストについても据付済STBに対するファームアップ作業を
想定していますが、新規STB設置等が必要となることも考慮する必要があります。 

2 

3 PIN無し認証の実装方法 
PIN無し認証の実装に必要となる受付機関の鍵管理の方法を決定する必要がありま
す。現時点では、コスト的に優位な共通的PFによる一元的な鍵管理を想定しています
が、セキュリティ制約上、署名検証者毎に秘密鍵を管理しなければならない可能性も
あるため、今後議論を継続する必要があります。 

４ 
JPKI 
利用料 

失効情報確認の単価 失効情報確認の単価によりJPKI利用料が変動するため今後、確認が必要です。 

失効情報確認のリアルタイム性 失効情報確認方式については、即時確認または定期確認、双方の方式が想定されま
すが、検証者の業種・業務の要件により採用方式が異なる可能性があります。 ５ 

６ 
共通的PF 
利用料 

共通的PF利用料の負担の在り方 共通的PF利用料については、CATV事業者のみが支払うものとして試算しますが、
サービス事業者等との費用分担等について、継続的な検討が必要です。 

７ 共通的PF利用料の単価 
JPKI利用料、共通的PFの運用費用に基づいて、利用機関が負担する共通的PF利
用料を試算中ですが、今後、業務継続性の高いビジネスモデルを考慮して、利用料の
単価や利用料の体系について関係者と合意形成していく必要があります。 

コスト検討上の論点について以下に示します。 
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２－5．共通的ＰＦ(ＣＡＴＶ分野)を利用した各種サービス提供にて発生する作業 (１／２) (案) 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項
番 作業項目 作業内容等 項

番 作業項目 作業内容等 

共通的PF 
（CATV分
野） 

1-1 
プラットフォーム開発 CATV事業者がJPKIと接続し、JPKIを利

用した各種サービスを提供するための共通
的PFの開発 

1-2 
プラットフォーム保守 共通的PFの維持管理 

 

－ － － 1-3 JPKI利用料 共通的PFの事業者がJ-LISへ払う
JPKIの利用料 

CATV 
事業者 
(検証者) 
 

－ － － 2-5 共通的PF（CATV分
野）利用料 

CATV事業者が支払う共通的PFの利
用料 

2-1 
署名検証者認定 
申請 

CATV事業者が署名検証者の認定を
取得するためにJ-LISに行う申請 2-6 

署名検証者認定基準の
維持 

署名検証者としての認定基準を維持する
のに必要な対応（認定の更新、報告対
応等） 

2-2 
JPKIを利用した各種
サービス申込サイト構築 

CATV事業者が利用者から各種サービ
スの利用者登録申請を受け付け、共
通的PFと連携する機能を具備したサイ
トの構築 

2-7 
JPKIを利用した各種
サービス申込サイト保守 

JPKIを利用した各種サービス申込サイ
トの維持管理 

2-3 
顧客管理システム改修 ・ケーブルIDをCATV事業者の顧客管

理システムに登録するための機能改修 
・各種サービス事業者から利用結果等
を受領・登録するための機能改修 

2-8 
顧客管理システム保守 ・ケーブルIDの顧客管理システム登録に

関する維持管理 
・各種サービス利用結果等の受領・登
録に関する維持管理 

2-4 既設のSTBに対する
JPKI対応 

・CATV事業者がSTBをJPKI対応させ
るべくファームウェアのアップデートを実施 
・STBに個人番号カードを読み込ませる
ICカードリーダ－ライターの設置 

－ － － 

－ － － 

－ － － 2-10 お客様問い合わせ JPKIを利用した各種サービスに関する
問い合わせ対応 
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主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項
番 作業項目 作業内容等 項

番 作業項目 作業内容等 

サービス 
事業者 3-1 

サービスの改修 サービス事業者が共通的PFやCATV
事業者を通じて各種サービス提供を実
施するために行う、サービス提供内容の
改修 

3-2 

サービスの保守 サービス事業者が共通的PFやCATV
事業者を通じて各種サービス提供を実
施するために行う、サービス提供内容に
対して改修した部分の維持管理 

利用者 4-1 利用者登録申請 利用者がCATV事業者を通じて各種
サービスを利用するために行う申請 ー － 

STBﾒｰｶｰ 5-1 JPKI対応STB開発 JPKIを利用した各種サービスを提供す
るためのJPKI対応STBの開発 5-2 JPKI対応STB保守 JPKI対応STB端末の維持管理 

２－5．共通的ＰＦ(ＣＡＴＶ分野)を利用した各種サービス提供にて発生する作業 (2／２)（案） 



Copyright © 2015  NTT DATA Corporation 17 

３．JPKIを活用したワンストップサービス実証 
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(凡例）   問題点 
        メリット 

現状 引越しワンストップサービス 

 １度の処理で複数の企業に届け出ることができるため、住所変更に係る 
  手間を削減できる 

 事業者分の住所変更手続きが必要になるため、手間がかかる 
 （手続き手段も複数あり） 

 住所変更手続き案内の通知により、手続き漏れを防止できる 
 事業者からの各種情報を確実に受取れる 

 住所変更手続きを忘却する可能性がある 
 変更手続きを行わなかった場合、事業者からの送付物が受取れない 

【メリット（効果）】 

３－１．引越しワンストップサービスのメリット 

• 利用者および事業者の立場から見た、引越しが発生した際における、現状と引越しワンストップサービスとの比較、およびメリット
（効果）について、以下に記載します。 

【現状の問題点】 

利用者 

事業者 

⑤届出書入力 
／一括送信 

公的個人認証 
サービス 

④住所変更 
  手続き案内 

③失効確認 

地方公共団体 

①住所異動手続き 
②証明書失効 

電子私書箱 

利用者 
③(例)電話番号調査/連絡 

④(例)Web変更登録 

…
 

地方公共団体 

①住所異動手続き 

②(例)届出書記入/郵送 

 利用者が住所変更手続きを行っていなかった場合、利用者宛の 
  送付物が返戻されてしまう（届けられない) 
 住所の追跡調査や住所変更届の提出依頼、再送などの作業 
  が発生する 

 返戻がなくなるため、住所の追跡調査や住所変更届の提出依頼、 
  再送などの作業やコストを軽減できる 

利
用
者 

事
業
者 

事業者 

不達 
〒 
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３－2．実証事業内容（電子私書箱を活用した手続きワンストップ化） 

• 本実証は、日本郵便が公的個人認証サービスの変更確認機能を活用して利用者に対して他のサービス提供に係る住所変更
の手続きを促し、連携先事業者あてに利用者がワンストップで住所変更手続きを行えるようにするものです。 

 日本郵便が検証者として、共通的PFの機能を内包し、サービスの提供を検討しているデジタル郵便サービスの機能拡張と引越し 
  ワンストップサービスを組み合わせて利用していただくことを前提としています。 
 連携先事業者は、それぞれで、電子私書箱と連携するための連携機能を準備することを前提としています。 
 PC利用を前提とし、JPKIを利用するための汎用的な利用者クライアント等の準備を行うこととしています。 

利用者 

個人番号カード 
（模擬） 

公的個人認証サービス（模擬） 

検証者（日本郵便前提） 

共通的PF 

電子私書箱 
  引越しワンストップサービス 

  デジタル郵便(サービス予定） 

③失効確認（変更確認） 

地方公共団体 

（①住民異動届等） 
（②失効情報） 

：実証実験対象外 

連携先事業者Z 

連携先事業者A 

⑦お客様情報更新 
 （住所等） 

⑥住所変更情報 

⑧処理結果 

④手続き実施案内 

⑤住所変更手続き 

⑨処理結果確認 

ICカード 
リーダ 

 既存システム 

連
携
機
能 

 
お客様DB 

 
 
 

JPKI 
対応 利用者

クライア
ント 

【前提】 
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３－３．電子私書箱を活用した手続きワンストップ化の実証ポイント 

・ 電子私書箱を活用した手続きワンストップ化においては、以下のようなポイントを考慮して実証を実施します。 

利用者 

個人番号カード 
（模擬） 

公的個人認証サービス（模擬） 

検証者（日本郵便前提） 

共通的PF 

電子私書箱 
引越しワンストップサービス 

デジタル郵便 

③失効確認（変更確認） 

連携先事業者Z 
連携先事業者A 

 
 
 

⑧お客様情報更新 
 （住所等） 

⑦住所変更情報 

⑨処理結果 
(私書箱へ登録) 

④手続き実施案内 

⑤ログイン/住所変更手続 

⑩ログイン/処理結果確認依頼 

ICカード
リーダ 

 
 
 

地方公共団体 

（①住民異動届等） 

（②失効情報） 

【ポイント１】 
JPKIの変更確認機能を活用し利用者
に対して住所変更手続き案内を行いま
す 

【ポイント3】 
金融業界を中心とした多数の連携
先事業者からの要望(検証者の在
り方等)を把握した上で実証を行
います 

【ポイント2】 
デジタル郵便サービスの提供を検討して
いる日本郵便の協力を得ることで効率
的な実証を行います 

⑫処理結果確認 
(私書箱参照) 

共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 

顧客ID 

共通的PFID 

お客様DB 

⑥失効確認（資格確認） 
⑪失効確認（資格確認） 
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３－4．コスト発生主体 

もう 

定常コスト（年間） 初期コスト 

連携先事業者 

JPKI 
(J-LIS) 

日本郵便 
システム運用コスト 
・（認定維持対応） 
・システム保守 
・お客様問い合わせ対応 
JPKI利用料 

• 電子私書箱を活用した手続きワンストップ化を実現する上で発生するコストの発生主体を以下に示します。 

もう 
連携先事業者 

JPKI 
(J-LIS) 

日本郵便 

システム整備コスト 
・既存システム改修 
 

システム整備コスト 
・(署名検証者認定申請) 
・ワンストップシステム構築 
・共通的PF開発 
・電子私書箱改修 
 

利用者 利用者 

システム整備コスト 
・IＣカードリーダ購入 

システム運用コスト 
・既存システム保守(改修分） 
・紐付け/登録 
・問い合わせ対応 
電子私書箱利用料 
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３－5．コスト検討上の論点(現時点で抽出できている項目のみ記載) 

コスト検討上の論点について以下に示します。 

項
番 コスト項目 論点 確認事項 

1 
システム 
整備・運用 
コスト 

電子私書箱の機能及び運用 
先行して提供が検討されているデジタル郵便サービスを活用した電子私書箱サービ
ス、ワンストップサービスを提供することを想定しています。デジタル郵便、電子私書
箱サービス、ワンストップサービス、共通PFの機能の切り分け等を含む整理を今後
具体化していく必要があります。 

2 連携先事業者の改修及び運用 
連携先事業者ごとに要件（私書箱よりPUSHで送信または連携事業者からPUＬ
Ｌ（ダウンロード等）にて取得、即時または一括、連携プロトコル等）が異なるた
め、連携先事業者の要件に応じた連携方式の検討が必要です。 

３ 

JPKI 
利用料 

失効情報確認の単価 失効情報確認の単価によりJPKI利用料が変動するため今後、確認が必要です。 

４ 失効情報確認のリアルタイム性 失効情報確認方式については、即時確認または定期確認、双方の方式が想定され
ますが、検証者の業種・業務の要件により採用方式が異なる可能性があります。 

５ 電子私書箱
利用料 電子私書箱利用料の単価 

JPKI利用料、電子私書箱サービスの運用費用に基づいて、利用機関が負担する
電子私書箱の利用料を試算中ですが、今後、業務継続性の高いビジネスモデルを
考慮して、利用料の単価や利用料の体系について関係者と合意形成していく必要
があります。 
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３－6．電子私書箱を活用した手続きワンストップ化を実現する上で発生する作業 (１／２)（案） 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項番 作業項目 作業内容等 項番 作業項目 作業内容等 

日本郵便 
(検証者） 

1-1 
署名検証者認定申請 日本郵便が署名検証者の認定

を取得するためにJ-LISに行う申
請 

1-5 
署名検証者認定基準の維持 署名検証者としての認定基準を維持する

のに必要な対応（認定の更新、報告対
応等） 

－ － － 1-6 JPIK利用料支払い 日本郵便がJ-LISへ払うJPKIの利用
料 

1-2 共通的PF開発 連携先事業者やJPKIと接続する
ための共通的PFの開発 1-7 共通的PF保守 共通的PFの維持管理 

1-3 ワンストップシステム開発 
連携先事業者やJPKIと接続し、
ワンストップサービスを提供するシ
ステムの開発 

1-8 ワンストップシステム保守 
ワンストップシステムの維持管理 

1-4 電子私書箱改修 
日本郵便が電子私書箱をJPKI
対応させるために必要な機能
（シリアル管理等）を追加するた
めの改修 

1-9 電子私書箱保守 
日本郵便が電子私書箱をJPKI対応さ
せるために必要な機能（シリアル管理
等）を追加するために改修した部分の
維持管理 

－ － － 1-10 お客様問い合わせ JPKIを利用したデジタル郵便、ワンス
トップサービスに関する問い合わせ対応 
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３－6．電子私書箱を活用した手続きワンストップ化を実現する上で発生する作業  (２／２)(案) 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項番 作業項目 作業内容等 項番 作業項目 作業内容等 

連携先事業
者 

－ － － 2-2 電子私書箱利用料支払い 連携先事業者が日本郵便に対し電子
私書箱を利用するために支払う利用料 

2-1 既存システム改修 
連携先事業者が自社システムに
対し、電子私書箱と連携するのに
必要な機能を追加するための改
修 

2-3 システム保守 
連携先事業者が自社システムに対し、
電子私書箱と連携するのに必要な機
能を追加するための改修した部分の維
持管理 

－ － － 2-4 共通的PFIDと顧客IDとの紐づ
け・登録 

 電子私書箱が発行する共通的PFIDと   
 顧客IDとの紐づけ登録 

－ － ー 2-5 お客様問い合わせ  JPKIを利用したワンストップサービスに関
する問い合わせ対応 

利用者 

3-1 
ICカードリーダ購入 
(PCにおける申込・電子私書
箱閲覧が前提) 

JPKIを利用したワンストップサービス
を利用するために必要なICカード
リーダーの購入 

－ － － 

3-2 利用者クライアント等インス
トール 

JPKIを利用するために必要なソフト
のインストール － － － 

3-3 利用申込 利用者がワンストップサービスを利用
するために行う申請 － － － 
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４．JPKIを活用したオンライン保険証資格確認、処方箋確認実証(大分県別府市) 



26 Copyright © 2015 NTT DATA Corporation 

４－１．実証事業内容 
          （医療機関受診時のオンライン保険証資格確認及び処方箋情報の確認） 

• 本実証は、医療機関を対象とした受付時における健康保険資格情報のオンライン確認と、処方箋情報の確認に、公
的個人認証サービスを適用するものです。全体概要と各主体のメリットは以下となります。 

【医療機関のメリット】 
・資格確認のための保険証複写の手間が減 
・健康保険情報に変更があった場合の診療 
 報酬請求に対する返戻事務処理が減 

【利用者のメリット】 
「被保険者証」と「処方箋」の 
ワンカード化による利便性向上 

【保険者のメリット】 
診療報酬請求に対する事務処理が減 
（点検稼働、返戻稼働） 

【地域医療ネット事務局のメリット】 
・地域医療ネット事務局発行ICカードの 
  コスト削減 

【医療機関のメリット】 
・重複処方・調剤の防止 
・個人への処方・調剤・服薬履歴の記録、参照 
・処方箋発行の手間の削減 
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• オンライン保険証資格確認においては、以下のようなポイントを考慮して実証を実施します。 
• また、保険者との連携においては、安全性の観点から被保険者番号を連携キーとせず、共通的ＰＦにて払い出す共
通的ＰＦＩＤを用いて実施します。 

４－２．オンライン保険証資格確認における実証ポイント 

医療機関（＠別府市 4病院、保
健センター、6薬局） 

 
カード 
リーダ 

タッチ 個人番号 
カード 

利用者 

顧客管理システム 
 
 
 

保険者（検証者） 

別府市 
（国民健康保険） 

共通的PF（医療分野） 
（検証者より委託） 

④ 

公的個人認証サービス(模擬) 
利用者証明用 

電子証明書管理DB 

② ③ 

保
険
証
資
格
確
認 

利用者管理ＤＢ 
 
 
 

共通的PFID 

シリアル番号 

① 

被保険者ＤＢ 
 
 
 
 

利用者証明用
電子証明書 

シリアル番号 

⑥ ⑤ 

保険資格確認データ 
受付サーバ 

 
 
 

新規調達 

新規調達 証明書有効性 
確認依頼 

JPKI 
IFサーバ 

検
証
者 

接
続
サ
ー
バ 

新規調達 新規調達 

新規調達 

証明書の 
有効性確認 

被保険者現存 
確認依頼 

確認結果 確認結果 ※実証対象外 

被保険者番号 

共通的PFID 既存被保険者DB
（国保システム等）
から資格情報を抽出 

被保険者番号 

資格確認
AP 

 
 
 

【ポイント2】 
カードリーダにタッチする際には、 
暗証番号の入力を省略(PIN
なし認証)します 

【ポイント3】 
個人番号カードに内蔵されてい
るシリアル番号を用いてシステ
ム関連携を実施します 
（マイナンバーは流通しない） 

【ポイント1】 
個人番号カードの利用者本人
にカードリーダーにタッチしていた
だきます 
（医療従事者に個人番号カー
ドを預けない） 

既存改修 

【ポイント4】 
保険資格確認情報は実データ
（コピー）を用いた実験を行っ
ており、より実務に近い環境下で
の検証を実施します 

【ポイント5】 
共通的PFIDと被保険者番号
との紐づけ作業は、データの完
全性担保、責任担保の観点か
ら保険者の作業として整理しま
した 
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４－３．処方箋情報の確認における実証ポイント 

【ポイント6】 
処方箋情報はの実データ（コ
ピー）を用いた実験を行ってお
り、より実務に近い環境下での
検証を実施します 

• 処方箋情報の確認においては、以下のようなポイントを考慮して実証を実施します。 
• また、地域医療ネット事務局との連携においては、現行の処方箋システムの仕組みに則ってゆけむり医療ＩＤを用い
て実施します。 

地域医療ネット事務局(検証者） 医療機関 
（＠別府市 6薬局） 

 ゆけむり医療ネット事務局 
（別府市医師会） 

 
 
 
 
 
 
 
 

共通的PF（医療分野） 
（検証者より委託） 

処
方
箋
情
報
確
認 

利用者管理ＤＢ 
 
 
 
 

ゆけむり医療ID 

シリアル番号 

顧客管理ＤＢ 
 
 
 
 

個人番号 
カード 

利用者 ⑩ ⑦ 

⑫ ⑪ 

利用者証明用
電子証明書 

シリアル番号 

カード 
リーダ タッチ ゆけむり医療ID 

公的個人認証サービス(模擬) 
利用者証明用 

電子証明書管理DB 

⑨ ⑧ 
証明書の 
有効性確認 

検
証
者 

接
続
サ
ー
バ 

新規調達 

処方箋情報 
確認依頼 

確認結果 

JPKI 
IFサーバ 

新規調達 

証明書有効性 
確認依頼 

確認結果 

既存改修 

【ポイント2】 
カードリーダにタッチする際には、 
暗証番号の入力を省略(PIN
なし認証)します 

【ポイント3】 
個人番号カードに内蔵されてい
るシリアル番号を用いてシステ
ム関連携を実施します 
（マイナンバーは流通しない） 

【ポイント1】 
個人番号カードの利用者本人
にカードリーダーにタッチしていた
だきます 
（医療従事者に個人番号カー
ドを預けない） 

【ポイント7】 
ゆけむり医療ID（処方箋情報の個
人特定番号）の付番および紐づけ
作業は、データの完全性担保、責任
担保の観点からゆけむり医療ネット事
務局の作業として整理しました 

既存改修 
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4－４．コスト発生主体 

もう 

定常コスト（年間） 初期コスト 

利用者 

保険者 ゆけむり医療 
ネット事務局 

JPKI 
(J-LIS) 

共通的PF（医療分野） 
※実証ではオンライン資格確認と処方箋確認を 
同一のプラットフォーム上で処理しています 

システム整備コスト 
・(署名検証者認定申請) 
・サービス申込サイト構築 
・ネットワークの改修 

医療機関 

システム整備コスト 
・(署名検証者認定申請) 
・サービス申込サイト構築 
・保険資格受付サーバ構築 

システム整備コスト 
・JPKI対応端末設置 
・顧客管理システム改修  

JPKI 
(J-LIS) 

システム運用コスト 
・（認定維持対応） 
・サイト/JPKI対応 
  端末保守 
・紐づけ・登録 
・問い合わせ対応  
共通的PF（医療分
野）利用料 
 

ゆけむり医療 
ネット事務局 

医療機関 

利用者 

保険者 

• オンライン保険証資格確認及び処方箋確認を実現する上で発生するコストの発生主体を以下に示します。 

システム整備コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発 

システム運用コスト 
・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ保守 
JPKI利用料 

システム運用コスト 
・(認定維持対応) 
・サイト/サーバ保守 
・紐づけ・登録 
・問い合わせ対応 
共通的PF（医療分
野）利用料 
 
 

システム運用コスト 
・JPKI対応端末 
 保守 
 

システム整備コスト 
・端末のJPKI対応  システム運用コスト 

・端末保守 
 

共通的PF（医療分野） 
※実証ではオンライン資格確認と処方箋確認を 
同一のプラットフォーム上で処理しています 
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４－５．コスト検討上の論点(現時点で抽出できている項目のみ記載) 

項
番 コスト項目 論点 確認事項 

1 

システム 
整備・運用 
コスト 

共通的ＰＦの機能および運用 医療分野における共通的ＰＦについては詳細な検討を進める上ではＰＦの担い手を
決定する必要があります。 

2 医療機関に設置するＩＣカードリーダ 
のコスト負担 

医療機関に設置するICカードリーダ（資格確認）の購入・設置については、医療機関
並びに検証者のどちらが措置すべきか等について、法律等を考慮する必要があります。 

3 ＰＩＮ無し認証の実装方法 
PIN無し認証の実装に必要となる受付機関の鍵管理の方法を決定する必要がありま
す。現時点では、コスト的に優位な共通的PFによる一元的な鍵管理を想定しています
が、セキュリティ制約上、署名検証者毎に秘密鍵を管理しなければならない可能性もあ
るため、今後議論を継続する必要があります。 

4 

ＪＰＫＩ 
利用料 

失効情報確認の単価 失効情報確認の単価によりJPKI利用料が変動するため今後、確認が必要です。 

5 失効情報確認のリアルタイム性 失効情報確認方式については、即時確認または定期確認、双方の方式が想定されま
すが、検証者の業種・業務の要件により採用方式が異なる可能性があります。 

6 共通的ＰＦ 
利用料 共通的ＰＦ利用料の単価 

JPKI利用料、共通的PFの運用費用に基づいて、利用機関が負担する共通的PF利
用料を試算中ですが、今後、業務継続性の高いビジネスモデルを考慮して、利用料の
単価や利用料の体系について関係者と合意形成していく必要があります。 

コスト検討上の論点について以下に示します。 
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４－６．オンライン保険証資格確認を実現する上で発生する作業（案） 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項番 作業項目 作業内容等 項番 作業項目 作業内容等 

共通的PF 
(医療分野） 

1-1 
プラットフォーム開発 保険者やJPKIと接続し、JPKIを利用し

たオンラインでの保険証資格確認サービ
スを提供する共通的PFの開発 

1-2 
プラットフォーム保守 共通的PFの維持管理 

－ － － 1-3 
JPKI利用料 共通的PFの事業者がJ-LISへ払うJPKIの

利用料 

保険者 
(検証者) 

－ － － 2-4 共通的PF（医療分野）
利用料 

保険者が支払う共通的PFの利用料 

2-1 
署名検証者認定申請 保険者が署名検証者の認定を取得す

るためにJ-LISに行う申請 2-5 
署名検証者認定基準の
維持 

署名検証者としての認定基準を維持するの
に必要な対応（認定の更新、報告対応
等） 

2-2 
JPKIオンライン資格確
認サービス申込サイト
構築 

保険者が利用者からオンライン資格確
認サービスの利用者登録申請を受け付
け、共通的PFと連携する機能を具備し
たサイトの構築 

2-6 

資格確認申込サイト保守 JPKIオンライン資格確認サービス申込サイト
の維持管理 

2-3 
保険資格確認データ
受付サーバ構築 

保険者が共通的PFからの保険資格依
頼データを受付、資格の有無を回答す
る機能を持ったサーバの構築 

2-7 
保険資格確認データ受付
サーバ保守 

サーバの維持管理 

－ － － 2-8 
共通的PFIDと被保険者 
番号の紐づけ・登録 

共通的PFが発行する共通的PFIDと被保
険者番号の紐づけ登録 

－ － － 2-9 お客様問い合わせ JPKIを利用した保険資格確認に関する問
い合わせ対応 

医療機関 

3-1 
JPKI対応資格確認
端末設置 

医療機関がオンライン保険証資格確認
を実施するためのJPKI対応端末の設置 3-3 

JPKI対応資格確認端末
保守 

端末の維持管理 

3-2 
顧客管理システム改
修 

オンライン保険証資格確認を結果を医
療機関顧客管理システムに自動反映す
るための改修 

3-4 
顧客管理システム改修 
 

オンライン保険証資格確認を結果を医療
機関顧客管理システムに自動反映するた
めに改修した部分の維持管理 

利用者 4-1 利用者登録申請 利用者がオンラインでの保険証資格サー
ビスを利用するために行う申請 － － － 
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４－７．処方箋情報の確認を実現する上で発生する作業（案） 

主体 
初期作業 定常作業（年間） 

項番 作業項目 作業内容等 項番 作業項目 作業内容等 

共通的PF 
(医療分野） 

1-1 
プラットフォーム開発 JPKIと接続し、JPKIを利用したオンライ

ンでの処方箋情報の照会を提供する共
通的PFの開発 

1-2 
プラットフォーム保守 共通的PFの維持管理 

－ － － 1-3 
JPKI利用料 共通的PFの事業者がJ-LISへ払うJPKIの

利用料 

ゆけむり医療
ネット 
(検証者) 

－ － － 2-4 共通的PF（医療分野）
利用料 

ゆけむり医療ネットが支払う共通的PFの利
用料 

2-1 
署名検証者認定申請 地域医療ネット事務局が署名検証者の

認定を取得するためにJ-LISに行う申請 2-5 
署名検証者認定基準の
維持 

署名検証者としての認定基準を維持するの
に必要な対応（認定の更新、報告対応
等） 

2-2 
JPKI処方箋情報の照
会サービス申込サイト
構築 

利用者から処方箋情報の照会の利用
者登録申請を受け付け、共通的PFと連
携する機能を具備したサイトの構築 

2-6 
処方箋情報申込サイト保
守 

JPKI処方箋情報の照会申込サイトの維持
管理 

2-3 共通的PFとの接続ネッ
トワークの改修 

ゆけむり医療ネットのネットワーク（医療
情報ネットワーク）から共通的PFとの接
続のためのネットワーク変更 

－ － － 

医療機関 
3-1 

JPKI対応処方箋情
報の照会端末改修 

医療機関が処方箋情報の照会を実施
するためのJPKI対応端末の改修 3-2 

JPKI対応処方箋情報照
会端末保守 

端末の維持管理 

－ － － 3-3 処方箋情報登録等 処方箋情報の登録・運用に関する作業 

利用者 4-1 利用者登録申請 利用者がオンラインでの保険証資格サー
ビスを利用するために行う申請 － － － 
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参考１．JPKIを活用したオンライン保険証資格確認、クレジット決済実証 
  （山形県酒田市、鶴岡市） 
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参考１－１．オンライン保険証資格確認サービス申込みフロー 

利
用
者
 

保
険
者
 

公的個人認証サービス 

利用者管理DB 新規登録画面 

利用者情報入力 
ｶｰﾄﾞ読込 

②利用者情報の登録 

プロセス 

利用者 

  

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

(1)共通的PFへの利用者登録 

共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 

(2)保険者によるID紐づけ 

一時格納DB 
・検索条件入力 

国保検索画面 
④被保険者の特定 

被保険者番号 ・紐づけ登録 

紐づけ画面 

共通的PFID 

• 利用者はサービスを使用する事前処理として、共通的PFへの利用者登録が必要となります。但し、本実証において
は利用者による共通的PFを利用した利用者登録申請は実施せず、申込書に基づき事務局（プロジェクトチーム）が
登録しています。 

• 利用者登録後、保険者が管理する国保システムの被保険者番号と共通的PFIDの紐づけを行います。 

③データ 
連携 

利用者登録については、 
事務局が代行しています 

参照 

登録 
保険証 

オンライン資格 
確認サービス 
申込 

個人番号 
カード 

①保険者HPへアクセス 

利用申込みについては、 
申込書にて実施しています 

4情報 

4情報 

4情報 

4情報 

・・・ 

・・・ 

利用者のサービス申請時 
に入力いただいた4情報 

(電子証明書の4情報と突合検証済) 

保険者にて既に管理している4情報 

メモ 

自動処理ではなく、CSV
ファイル等で手動連携して
います 

⑤被保険者番号と共通PFIDの紐づけ 

被保険者番号 

共通的PFID 

4情報 

被保険者番号 

利用者登録については、 
事務局が代行しています 保険資格確認データ 

受付サーバ 

ｼﾘｱﾙ番号 

共通的PFID 
被保険者番号 
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参考１－2 ．保険者による紐づけの画面処理イメージ 

• まず、利用者より申請された被保険者番号等の情報を検索キーとして保険者が管理している被保険者DBの検索を行
います。検索結果が出力された場合、同定処理がなされたとみなします。 

• 対象者を選択後、入力画面にて保険者が管理する国保システムの被保険者番号と共通的PFIDの紐づけを行います。 

被保険者番号 4情報 

①
利
用
者
の
申
請
情
報 

 

を
基
に
保
険
者
が 

 

検
索
条
件
を
入
力 

 

し
ま
す 

被保険者の特定 

(2)保険者によるID紐づけ 

被保険者番号と共通的PFIDの紐づけ 

共通的PFID 

４
情
報 

被保険者番号 

被保険者番号 共通的PFID 

④申請情報と保険者が管理 
  している被保険者情報が異 
  なる場合、必要に応じて情 
  報を修正します。 

②申請情報された利用者 
  と同一人物である被保 
  険者を特定します 

③保険者が被保険者番号 
  と共通的PFIDの紐づけ 
   を行います。 
（共通的PFIDは自動的に出力） 
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参考１－３．オンライン保険証資格確認利用フロー 

• 利用者は医療機関にて個人番号カードをカードリーダにタッチするのみで保険証資格確認が実施できます。 
• システム対応としては共通的PFにて利用者証明検証後に保険証資確認にを行います。 

プロセス (1)利用者証明検証 (2)保険証資格確認 

医
療
機
関 

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

保
険
者 

①受付にて 
個人番号カードをタッチ ②資格確認の実施 

個人番号 
カード 

カード 
リーダ 

利用者管理DB 
共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 

4情報 

被保険者番号 

ｼﾘｱﾙ番号 

公的個人認証サービス 

被保険者番号 

保険資格確認データ 
サー受付バ（新設） 

 

共通的PFID 

4情報 

共通的PFID 

顧客管理システム 

資格確認AP 

病院側システム改修は未実施のた
め、保険証資格確認結果について
は医療機関職員が手動にて入力
しています 

利用者登録時に保険者の特定を
実施していただいておらず、アクセ
ス先を指定して対応しています ｼﾘｱﾙ番号 
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参考１－５．クレジット決済サービス利用フロー 

• 利用者は医療機関にて個人番号カードをカードリーダにタッチするのみでクレジット決済が実施できます。 
• システム対応としては共通的PFにて利用者証明検証後にクレジット決済を行います。 

プロセス 

医
療
機
関 

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

ク
レ
ジ
ッ
ト

カ
ー
ド
会
社 

①会計にて 
個人番号カードをタッチ ②クレジット決済 

の実施 

個人番号 
カード 

カード 
リーダ 

利用者管理DB 

ｼﾘｱﾙ番号 

4情報 

ｼﾘｱﾙ番号 

公的個人認証サービス 

クレジット決済 
データ 

受付サーバ 
（既有） 

 

顧客管理DB 

4情報 

会計管理システム 

決済AP 

(1)利用者証明検証 (2)クレジット決済 

病院側システム改修は未実施のた
め、クレジット決済結果については
医療機関職員が手動にて入力し
ています 

共通的PFID 

クレジット番号 

クレジット番号 

共通的PFID 

クレジット番号 

ｼﾘｱﾙ番号 
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参考１－４．クレジット決済サービス申込みフロー   

利
用
者
 

ク
レ
ジ
ッ
ト
 

カ
ー
ド
会
社
 

公的個人認証サービス 

利用者管理DB 新規登録画面 

利用者情報入力 
ｶｰﾄﾞ読込 

②利用者情報の登録 

プロセス 

利用者 

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

(1)共通的PFへの利用者登録 

ｼﾘｱﾙ番号 

(2)クレジットカード会社よる紐づけ 

一時格納DB 顧客管理DB 

・紐づけ登録 

紐づけ画面 

• 利用者はサービスを使用する事前処理として、共通的PFへの利用者登録が必要となります。但し、本実証において
は利用者による共通的PFを利用した利用者登録申請は実施せず、申込書に基づき事務局（プロジェクトチーム）が
登録しています。 

• 利用者登録後、クレジットカード会社が管理するクレジット番号シリアル番号の紐づけを行います。 

③データ 
連携 

参照 

登録 クレジット決済 
サービス申込 

個人番号 
カード 

①保険者HPへアクセス 

利用申込みについては、 
申込書にて実施しています 

⑤クレジットカード番号と共通PFIDの紐づけ 

クレジット番号 

4情報 

4情報 

共通的PFID 

共通的PFID 

4情報 

・検索条件入力 

顧客検索画面 
④顧客の特定 

共通的PFID 

利用者管理DB 

ｼﾘｱﾙ番号 
4情報 

共通的PFID 

クレジット番号 

クレジット番号 

共通的PFID 

④データ 
連携 

⑤紐づけ情報の登録 

自動処理ではなく、
CSVファイル等で手動
連携しています 

自動処理ではなく、
CSVファイル等で手動
連携しています 

4情報 
共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 
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参考２．JPKIを活用したケーブルテレビ実証 
  （富山県南砺市、長野県須坂市、三重県いなべ市等） 
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参考２－１．共通的PF（CATV分野）への利用者登録フロー 

• 利用者はサービスの利用にあたり、共通的PF（CATV分野）への利用者登録を行います。 
• 共通的PF（CATV分野）にて発行したケーブルIDをCATV事業者の顧客管理システムに紐づけます。（システムにて自動対応） 

利
用
者
 

           公的個人認証サービス 

・利用者登録 

CATVトップ 

・ログイン 

新規登録画面 

利用者情報入力 
ｶｰﾄﾞ読込 

① CATV事業者HPへ
アクセス 

② 利用者情報の登録 

プロセス 

CATV

事
業
者 

共
通
的PF 

（CATV

分
野
） 

サ
ー
ビ
ス 

事
業
者 

利用者管理DB ③ データ連携 

(1) CATV共通的PFへの登録 (2)CATV事業者の顧客管理システムにケーブルIDを紐づけ 

顧客管理システム 
契約者ID(世帯) 

ケーブルID 
利用者情報 

契約者ID(世帯) 

ケーブルID 

施設予約の結果や課金情報等を 
共通的PFより受領する必要があります。 
但し、本実証ではCATV事業者の顧客管理 
システムとの連携は机上検討に留めております 

利用者 
個人番号 
カード 

署名用シリアル 
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参考２－２．各種サービスの申し込みフロー 

• 利用者は、共通的PF(CATV分野)に利用登録後に各種サービスの申込を行います。 
• システム連携を実現するために、サービス事業者側のユーザDBにはケーブルIDの登録を行います。（システムにて自動対応） 

利
用
者
 

           公的個人認証サービス 

利用者認証画面 

ｶｰﾄﾞ読込 

③ CATV利用者の特定 

プロセス 

CATV

事
業
者 

サ
ー
ビ
ス 

事
業
者 

(3)各種サービスの申込フロー 

ケーブルID 

ユーザDB 

ユーザID 

④ データ連携 

②サービスの申込 
ポータルサイト 

サービス申込 

サービス利用 利用者情報 

・Ａサービス 

CATVトップ 

・Ｂサービス 

① CATV事業者HPへ
アクセス 

利用者管理DB 

サービス事業者への利用者
登録については、事務局が
代行しています 

共
通
的PF 

（CATV

分
野
） ケーブルID 

利用者 
個人番号 
カード 

利用者証明用 
シリアル 

ユーザID 
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参考２－３．サービス利用フロー 

• 共通的PF（CATV分野）を利用した利用者認証を行い、サービスの利用が可能となります。 

利
用
者
 

利用者認証画面 

ｶｰﾄﾞ読込 

③ CATV利用者の特定 

プロセス 

CATV

事
業
者 

サ
ー
ビ
ス 

事
業
者 

(４) 利用者認証に基づく各種サービスの提供 

ケーブルID 

ユーザDB 

ユーザID 

④ データ連携 

②サービスの利用 
ポータルサイト 

サービス申込 

サービス利用 利用者情報 

・Ａサービス 

CATVトップ 

・Ｂサービス 

① CATV事業者HPへ
アクセス 

利用者管理DB 共
通
的PF 

（CATV

分
野
） ケーブルID 

サービス 
メニュー表示 

ポータルサイト 

○○情報参照 
○○予約登録 

サービスメニュー 

利用者 
個人番号 
カード 

           公的個人認証サービス 

利用者証明用 
シリアル 
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参考３．JPKIを活用したワンストップサービス実証 
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参考３－１．電子私書箱への利用者登録のフロー（利用者：初回1回） 

【新規申込みの場合】 
• 電子私書箱サービスをはじめて利用する場合は、利用者は事前処理として、利用申込が必要となります。 
• 利用者登録後、連携先事業者が管理するお客様データと電子私書箱利用者との紐づけを行います。 
【既に登録済みのデジタル郵便サービス利用者】 
• すでにデジタル郵便に登録済みで、かつ、その連携先事業者からのメッセージ受取りを申請済みの利用者は、個人
番号カード利用の登録のみ(利用者情報更新）を行います。 

• 連携先事業者は、既に紐付け済みのため、処理は発生しません。（下図の④以降の処理なし） 

利
用
者
 

公的個人認証サービス 

新規登録画面 

利用者情報入力 
ｶｰﾄﾞ読込 

②利用者情報の登録 

連
携
先
事
業
者 

 

電
子
私
書
箱 

利用者管理DB 

共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 

4情報 

ｼﾘｱﾙ番号 

①アクセス 

個人番号 
カード 

ICカード
リーダ 

(0)利用環境
準備 

事業者選択 
事業者登録 

③事業者登録 

登録完了 

申込情報DB 

申込情報DB 
共通的PFID 

4情報 

利用申込情報 

顧客管理DB 
顧客ID 

4情報 
共通的PFID 

電子私書箱 

通知生成／登録 

⑦利用者へ 
  通知作成 

・情報更新 
更新画面 

⑥顧客の紐づけ 

・検索条件入力 
顧客検索画面 
⑤顧客の特定 （仮）顧客情報DB 

④ダウンロード 

共通的PFID 

4情報 

利用申込情報 

プロセス (1) 利用者登録 (2) 利用者の事業者登録 (3) 連携先事業者によるID紐づけ 

参照 
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参考３－２．手続き実施案内のフロー（利用者：引越し時毎） 

プロセス (1) 失効者の抽出 (2)案内通知 

• 引越しによる電子署名の失効をトリガーに、通知を希望した利用者に、住所変更等の手続の必要がある旨の案内が送られます。 

公的個人認証サービス 

①失効情報の取得 
依頼 ②対象者抽出 

＜携帯メール＞ 
From：私書箱サービス 
システムからの重要な 
お知らせがあります。 
ログイン願います。 

･････ 

利用者管理DB 

失効者情報 

③案内文生成・通知 

④案内受取り 

利
用
者
 

電
子
私
書
箱 

失効者情報 

ｼﾘｱﾙ番号 
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参考３－３．住所変更手続きのフロー（利用者：引越し時毎） 

• 利用者が指定した連携先事業者へ住所変更の届出を一括して行う手続きです。 
• 連携先事業者は、完了の旨を個人宛の私書箱を用いて、利用者へ回答します。 

  

公的個人認証サービス 

申請 
 ⇒レ ○銀行 

②住所変更届 
①個人番号カード 

 でログイン 

利
用
者
 

・新規申込 

利用者トップ 
・ログイン 

 ⇒レ □保険 

連
携
先
事
業
者 

電
子
私
書
箱 

プロセス (1) 住所変更届 (2)事業者での住所変更処理 

個人番号 
カード 

ICカード
リーダ 

ｶｰﾄﾞ読込 

顧客管理 

・情報更新 
更新画面 登録 

⑥住所変更 

顧客ID 
4情報 ・検索条件入力 

顧客検索画面 
⑤顧客の特定 

共通的PFID 

変更情報受付DB 

電子私書箱 

通知生成／登録 
⑦通知 

ｼﾘｱﾙ番号 

変更情報DB 
変更情報DB 

共通的PFID 

4情報 

住所申込情報 

顧客ID 

ダウンロード 

共通的PFID 

住所申込情報 
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参考３－４．電子私書箱内の住所変更結果の確認フロー 

• 住所変更届の各事業者での処理結果を、照会することができます。 

  

公的個人認証サービス 

①個人番号カード 
 でログイン 

利
用
者
 

・新規申込 

利用者トップ 
・ログイン 

③住所変更
結果確認 

連
携
先
事
業
者 

電
子
私
書
箱 

プロセス (1) 資格確認 (2)情報照会 

個人番号 
カード 

ICカード
リーダ 

ｶｰﾄﾞ読込 
・情報ｎ 

個人用私書箱メニュー 
・情報１ ②資格確認 

ｼﾘｱﾙ番号 

ｼﾘｱﾙ番号 
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参考４．JPKIを活用したオンライン保険証資格確認、処方箋確認実証（大分別府市） 
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参考４－１．オンライン保険証資格確認サービス申込みフロー 

利
用
者
 

保
険
者
 

公的個人認証サービス 

利用者管理DB 新規登録画面 

利用者情報入力 
ｶｰﾄﾞ読込 

②利用者情報の登録 

プロセス 

利用者 

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

(1)共通的ＰＦへの利用者登録 

共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 

(2)保険者によるＩＤ紐づけ 

一時格納DB 
・検索条件入力 

国保検索画面 
④被保険者の特定 

被保険者番号 

保険資格確認データ 
受付サーバ 

・紐づけ登録 

紐づけ画面 

共通的PFID 

• 利用者はサービスを使用する事前処理として、共通的ＰＦへの利用者登録が必要となります。但し、本実証におい
ては利用者による共通的ＰＦを利用した利用者登録申請は実施せず、申込書に基づき事務局（プロジェクトチー
ム）が登録しています。 

• 利用者登録後、保険者が管理する国保システムの被保険者番号と共通的ＰＦＩＤの紐づけを行います。 

③データ 
連携 利用者登録については、 

事務局が代行しています 

参照 

登録 
保険証 

オンライン資格 
確認サービス 
申込 

個人番号 
カード 

①保険者HPへアクセス 

利用申込みについては、 
申込書にて実施しています 

4情報 

4情報 

4情報 

4情報 

・・・ 

・・・ 

利用者のサービス申請時 
に入力いただいた4情報 

(電子証明書の4情報と突合検証済) 

保険者にて既に管理している4情報 

メモ 

自動処理ではなく、CSV
ファイル等で手動連携して
います 

⑤被保険者番号と共通PFIDの紐づけ 

被保険者番号 

共通的PFID 

4情報 

被保険者番号 

利用者登録については、 
事務局が代行しています 

被保険者DB（国保シス
テム等）から事前に資格
情報が登録されています 

ｼﾘｱﾙ番号 

共通的PFID 
4情報 

被保険者番号 
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参考４－２．オンライン保険証資格確認利用フロー 

• 利用者は医療機関にて個人番号カードをカードリーダにタッチするのみで保険証資格確認が実施できます。 
• システム対応としては共通的ＰＦにて利用者証明検証後に保険証資確認にを行います。 

プロセス 

医
療
機
関 

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

保
険
者 

①受付にて 
個人番号カードをタッチ ②資格確認の実施 

個人番号 
カード 

カード 
リーダ 

利用者管理DB 
共通的PFID 

ｼﾘｱﾙ番号 

4情報 

被保険者番号 

ｼﾘｱﾙ番号 

公的個人認証サービス 

被保険者番号 

保険資格確認データ 
サー受付バ（新設） 

 

共通的PFID 

4情報 

共通的PFID 

顧客管理システム 

資格確認AP 

(1)利用者証明検証 (2)保険証資格確認 

病院側システム改修は未実施のた
め、保険証資格確認結果について
は医療機関職員が手動にて入力
しています 

利用者登録時に保険者の特定を
実施していただいておらず、アクセ
ス先を指定して対応しています ｼﾘｱﾙ番号 
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参考４－３．処方箋情報の確認申込みフロー   

• 利用者はサービスを使用する事前処理として、共通的ＰＦへの利用者登録が必要となります。但し、本実証においては利用
者による共通的ＰＦを利用した利用者登録申請は実施せず、申込書に基づき事務局が登録しています。 

• 登録後、ゆけむり医療ネット事務局が管理する処方箋システムのゆけむり医療ＩＤとの紐づけを行います。 

利
用
者
 

ゆ
け
む
り
 

医
療
ネ
ッ
ト
 

           公的個人認証サービス 

利用者管理DB 

新規登録画面 

利用者情報入力 
ｶｰﾄﾞ読込 

②利用者情報の登録 

プロセス 

利用者 

  

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

(1)共通的ＰＦへの利用者登録 

ｼﾘｱﾙ番号 

(2)ゆけむり医療ネット事務局（医師会）によるID登録 

処方箋DB 

③データ 
連携 利用者登録については、 

事務局が代行しています 

登録 

処方箋情報 
確認サービス 
申込 

個人番号 
カード 

①保険者HPへアクセス 

利用申込みについては、 
申込書にて実施しています 

ゆけむり医療ID 

ゆけむり医療ID ｼﾘｱﾙ番号 

ゆけむり医療ID 
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参考４－４．処方箋情報の確認利用フロー 

• 医療機関にて個人番号カードをカードリーダにタッチして処方箋情報の確認が実施できます。 
• システム対応としては共通的ＰＦにて利用者証明検証後に処方箋情報の確認を行います。 

プロセス 

医
療
機
関 

共
通
的
Ｐ
Ｆ 

①処方発行時に 
個人番号カードをタッチ ②処方箋情報の照会 

の実施 

個人番号 
カード 

カード 
リーダ 

利用者管理DB 

ｼﾘｱﾙ番号 

4情報 

ｼﾘｱﾙ番号 

公的個人認証サービス 

処方箋DB 

4情報 

(1)利用者証明検証 (2)処方箋情報の照会 

ｼﾘｱﾙ番号 

ゆ
け
む
り
 

医
療
ネ
ッ
ト
 

ゆけむり医療ID 

ゆけむり医療ID 

ゆけむり医療ID 
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別紙． 
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別紙１．保険証資格確認、クレジット決済画面イメージ 

保険証資格確認結果画面 決済金額入力画面 

ＰＣ端末にて対応 携帯端末（スマートフォン）にて対応 
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別紙２．技術・制度的な確認が必要な事項(現時点で抽出できている項目のみ記載) 

項
番 項目 論点 確認事項 

1 技術関連 カード利用上のセキュリティ条件 
様々なデバイスでの利用を展開するにあたり、リーダライタを搭載してリモコンやスマート
フォンを利用して公的個人認証サービスを利用する場合、カードに対するコマンドの保
存管理や、伝送路の暗号化などのセキュリティ条件を明らかにすることが必要です。 

2 

制度関連 

署名検証者、代行検証者の認定基準、 
認定手続きなどの作業項目 

本人確認や資格確認における署名検証者、および代行検証者がどのような認定基準
を取得する必要があるのか、認定および継続的な監査に必要となる手続き、必要な資
料作成や申請手続きを確認し、各事業者の作業項目を明らかにすることが必要です。 

3 資格確認を利用する上での制約 
未成年も含むサービス展開を行う場合など、署名用証明書を利用せず、利用者証明
書だけを利用することが可能か、サービスへの利用者登録時に署名用証明書を利用し
なければならない等、どのような制約があるか確認し、システムや作業にどのような影響
があるか明らかにすることが必要です。 

4 クラウド環境での実現上の制約 
署名検証者や検証代行者やPINなし認証が可能な特定機関が、パブリッククラウド
のような環境で仕組みを構築しても良いのか、事業者の判断に任されるのか、認定や
監査の関係から制約が生じるのか確認が必要です。 

作業とコストを検討する上で確認が必要な事項について以下に示します。 
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別紙３．各実証地域での利用者アンケート、事業者ヒアリングポイント 

（１）利用者に対するアンケートのポイント 
  ① 利用者属性の確認  年齢層、よく利用するサービス、体験した実証サービスなど 
        集計・傾向分析に必要な情報を収集します 
  ② サービスの効果の確認 利便性や性能など公的個人認証を利用したサービスがどの程度 
        便利、利用したいと感じたか、また操作性について調査します 
  ③ 安全性に関する意識調査 個人番号カード（模擬）をタッチする利用方法に対する操作感*や 
        各サービスにおけるPINの要否に関する認識の調査 
        （*・・・個人番号カードを預けることに対する意識の調査）  
 
（２） 事業者に対するヒアリングのポイント 
  ① サービスの効果の確認 事業者においた想定したメリットについて現状の課題の確認、 
        公的個人認証 サービスを利用することによる改善効果を調査します。 
        （作業削減や費用軽減、利用者サービスの強化） 
        操作性や今後の利用を希望するかについて調査します。 
  ② 安全性に関する意識調査 （利用者同様の内容を事業者の観点からの調査します） 
  ③ 運用に関する課題確認 フィールド実証の実施手順で運用した際の問題点について調査します。 

アンケートとヒアリングを通して、利用者・事業者にメリットがあり、利用したいと感じるか、操作性や運用作業の観
点から実証システムや運用方式に改善点がないかを調査し、作業とコストへのフィードバックおよび、報告書の検証結
果及および商用化にむけた今後の課題についてまとめます 
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別紙４．各実証地域でのアンケート/ヒアリング内容（例） 

アンケートとヒアリングの例について以下に示します。 
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